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【表４】基金現在高の推移

■と■の部分は約 95 億円で、市の実質的な借金 77 億円を上回っており、現時点では次世代に負担は残していません

その他特定目的基金 減債基金 財政調整基金 124億
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【表３】地方債現在高の推移

■と■は国から財源の
手当てがあります

実質的な借金は
年々減少しています

国が将来全額を補てんする借金

国が将来補てんを約束している借金

市が将来全額返済すべき借金❸

❷

❶

財政措置なし

財政措置あり

臨時財政対策債

77億

122億

296億
277億

263億

億円

97億

菊
池
市
の
家
計
簿

～
貯
金
と
借
金
と
財
産
～

問
い
合
わ
せ
先　
財
政
課　
☎
０
９
６
８（
25
）７
２
０
５

先
月
号
で
は
平
成
27
年
度
の
決
算
状
況
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
し
た
。

今
月
は
菊
池
市
の
貯
金
（
基
金
）
と
借
金
（
地
方
債
）
と
財
産
の
状
況

に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

【表１】将来負担比率【表２】実質公債費比率

←ゼロ以下

％ ％
❶
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低い方が将来の負担が少ない県内３位

借
金
は
減
少
傾
向

　
地
方
債
残
高（
借
金
額
）は
、

❶�

地
方
交
付
税
の
振
替
分
と
し
て
国
が
将
来

全
額
を
補
て
ん
す
る「
臨
時
財
政
対
策
債
」

（
交
付
税
算
入
率
１
０
０
％
）

❷�

国
が
補
て
ん
を
約
束
し
て
い
る
「
合
併
特

例
債
」（
交
付
税
算
入
率
70
％
分
）
な
ど

の
地
方
債
の
額

❸�

市
が
全
額
を
後
年
度
に
返
済
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
「
そ
の
他
の
地
方
債
」

　
の
３
つ
に
分
か
れ
ま
す
。

　

借
金
総
額
は
表
面
上
増
え
て
い
ま
す
が
、

実
質
的
な
借
金
❸
は
年
々
減
少
し
て
い
ま
す

（
次
㌻
表
３
）。

な
る
の
は
、
本
市
と
合
志
市
の
み
で
す
。

　
収
入
に
対
す
る
借
金
返
済
の
割
合
を
示
す

「
実
質
公
債
費
比
率
（
表
２
）」
も
７・
７
％

と
低
く
、
県
内
14
市
の
う
ち
３
番
目
に
良
い

数
値
と
な
っ
て
い
ま
す
。

貯
金
は
１
２
４
億
円

　
本
市
の
貯
金
残
高
は
、
平
成
27
年
度
末
で

１
２
４
億
円
（
定
額
運
用
基
金
の
土
地
開
発

基
金
は
除
く
）
で
、
他
自
治
体
と
比
較
し
て

も
多
い
方
で
す
（
次
㌻
表
４
）。
熊
本
地
震

で
は
、
貯
金
の
お
か
げ
で
国
・
県
の
財
政
支

援
を
待
つ
こ
と
な
く
、
迅
速
な
復
旧
・
復
興

に
取
り
組
む
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。
本
年
度

は
熊
本
地
震
被
害
か
ら
の
復
旧
・
復
興
事
業

を
は
じ
め
、
庁
舎
や
生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
な

ど
の
大
型
事
業
、
老
朽
化
し
た
施
設
の
改
修

な
ど
に
充
て
る
こ
と
に
し
て
お
り
、
貯
金
は

少
な
く
な
る
見
込
み
で
す
。

財
政
状
況
は“
健
全
”

　
借
金
は
少
な
い
方
が
良
い
の
は
当
然
で
す

が
、
未
来
の
た
め
の
投
資
も
必
要
で
す
。
借

金
が
将
来
の
つ
け
ま
わ
し
に
な
ら
な
い
よ

う
、
国
が
示
す
「
財
政
健
全
化
の
指
標
」
な

ど
を
見
据
え
な
が
ら
財
政
運
営
に
努
め
て
い

ま
す
。
例
え
ば
、
現
在
抱
え
て
い
る
借
金
の

う
ち
、
将
来
の
実
質
的
な
負
担
が
ど
の
程
度

か
を
示
す
指
標
に「
将
来
負
担
比
率（
表
１
）」

が
あ
り
ま
す
。
こ
の
指
標
は
３
５
０
％
を
超

え
る
と
早
期
に
健
全
化
を
図
る
必
要
が
あ
る

と
判
断
さ
れ
ま
す
が
、
本
市
は
貯
金
な
ど
が

あ
る
た
め
平
成
27
年
度
の
指
標
は
ゼ
ロ
以

下
。
県
内
14
市
の
う
ち
指
標
が
ゼ
ロ
以
下
と

～
今
後
の
課
題
～

公
共
施
設
の
老
朽
化
が
大
き
な
問
題
に

　
合
併
特
例
期
間
が
終
わ
り
、
地
方
交
付
税

の
縮
減
が
平
成
27
年
度
か
ら
始
ま
る
と
と
も

に
、
今
後
は
少
子
高
齢
化
や
生
産
年
齢
人
口

の
減
少
で
税
収
が
減
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
て

い
ま
す
。
一
方
、
福
祉
関
連
予
算
の
扶
助
費

な
ど
は
増
え
る
見
込
み
で
財
政
状
況
が
厳
し

く
な
る
こ
と
は
避
け
ら
れ
ま
せ
ん
。

　
公
共
施
設
な
ど
の
老
朽
化
も
大
き
な
問
題

で
す
。
総
務
省
は
、
こ
の
全
国
的
な
問
題
に

対
処
す
る
た
め
、
本
年
度
末
ま
で
に
「
公
共

施
設
等
総
合
管
理
計
画
」
を
策
定
す
る
よ
う

指
示
し
ま
し
た
。
こ
れ
を
受
け
、
本
市
は
パ

ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
や
菊
池
市
公
共
施
設
等

総
合
管
理
計
画
策
定
審
議
会
か
ら
意
見
を
聞

き
、
公
共
施
設
な
ど
の
管
理
に
関
す
る
基
本

方
針
を
策
定
。
将
来
に
か
か
る
更
新
費
用
の

試
算
と
、
今
後
も
適
切
に
維
持
し
て
い
く
た

め
の
方
向
性
を
検
討
し
、
今
後
40
年
間
で

52
・
２
％
の
削
減
目
標
を
設
定
し
ま
し
た
。

　

平
成
29
年
度
か
ら
は
、
目
標
に
沿
っ
て
、

公
共
施
設
な
ど
の
適
正
配
置
と
機
能
維
持
、

効
率
的
な
施
設
運
営
を
推
進
し
、
財
政
負
担

の
軽
減
と
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
維
持
・
向
上

に
努
め
て
い
き
ま
す
。

　
本
計
画
の
詳
し
い
内
容
は
、
広
報
紙
や
公

式
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
で
随
時
お
知
ら
せ
し
て
い

き
ま
す
。

5 42017 March広報きくち2017 March広報きくち


